
別添3 
厚生労働科学研究費補助金 (循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

総括研究報告書 

 

社会環境に応じた持続的な禁煙支援のための研究 

 

研究代表者 島津太一 国立がん研究センター がん対策研究所 行動科学研究部・室長 

 

 

 

研究分担者 
加藤公則 新潟大学 医歯学総合研究科 特任教授 
齋藤順子 国立がん研究センター がん対策研究所

行動科学研究部 研究員 
谷口千枝 愛知医科大学 看護学部 教授 

武藤繁貴 聖隷福祉事業団 聖隷健康診断センター 

医務課 所長 

 

研究協力者 
小田原幸 国立がん研究センター がん対策研究

所 行動科学研究部 特任研究員 
片野田耕太 国立がん研究センター がん対策研究

所 データサイエンス研究部 部長 
口羽文 帝京大学大学院公衆衛生学研究科 教

授/国立がん研究センターがん対策研
究所生物統計研究部 室長 

田代稔 新潟県労働衛生医学協会 健康づくり
推進部 部長 

長澤知魅 国立がん研究センター がん対策研究
所 行動科学研究部 任意研修生 

中村正和 地域医療振興協会 ヘルスプロモーショ
ン研究センター センター長 

湯脇恵一 国立がん研究センター がん対策研究
所 行動科学研究部 外来研究員 

 

Ａ．研究目的 

わが国における喫煙率は、30～50 歳台の男性に

おいて 3割を超えておりいまだに高い。有効性が

確立された禁煙治療は、カウンセリングと薬物治

療である。したがって、禁煙外来でこれらを組み

合わせた治療を受けることが最も確実な禁煙方法

となる。しかし、推定年間禁煙治療者数は喫煙者

の約 0.8％にとどまる（社会医療診療行為別統

計、2017）。そのため、禁煙希望者への支援を充

実させ、禁煙外来の受診につなげることが今後の

課題である。 

禁煙外来受診につなげる方法には、受動的アプ

ローチ（喫煙者が医療従事者から紹介された後に

自ら連絡する）と、能動的アプローチ（保健医療

従事者が、禁煙希望者が禁煙治療にアクセスする

ところまで責任をもって支援を行う）の 2 つがあ

る。能動的アプローチでは、受動的アプローチに

比較し、禁煙治療の開始割合が高いことが報告さ

れている（Vidrine JI, 2013; van Westen-

Lagerweij NA, 2022）。「健康寿命延伸を目指した

禁煙支援のための研究（２１ＦＡ１００１）（厚

労科研費補助金、研究代表者：島津太一、R3～R4

年度）」では、禁煙支援に関する国内のエビデン

スレビューを実施したが、健診の場における能動

研究要旨 

【目的】禁煙治療利用割合を向上させるため、【研究 1】で職域健診を起点として禁煙治療の提供者からの

働きかけによりオンライン禁煙治療につなげる能動的なアプローチ（連携型禁煙支援）を開発し、その実

施可能性を検討し、【研究 2】にて有効性と費用効果性を評価する。【研究 3】では健診を起点として、地

域で主に対面により広く提供される保険診療での禁煙治療利用を向上させる能動的なアプローチの実施可

能性を検討する。また、職域における喫煙対策アクションプラン案の作成を行う。これにより、健診の場

での効果的かつ効率的な禁煙支援の効果と手順を提示する。 

【方法・結果】3年間の研究期間の第 2年次である R6年度において下記の研究を行った。 

1．【研究 2】職域でのオンライン禁煙治療受療促進介入の効果検証試験 

新潟県労働衛生医学協会が人間ドックを実施している健診施設で研究を開始した。 

2．【研究 3】地域での禁煙治療受療促進介入の単群実施可能性試験 

実施可能性試験の準備として、健診受診から地域で利用可能な禁煙治療受療までのボトルネックを明ら

かにするため、ペイシェントジャーニーマッピング（PJM）研究を開始した。また、薬局での禁煙治療につ

なげる連携型禁煙支援の計画を立案した。 
3．職域における喫煙対策アクションプラン案の作成 

アクションプランを作成し、日本健康教育学会誌に論文として発表した。 

【結論】オンライン禁煙治療への連携について、【研究2】の効果検証試験を開始した。【研究3】では、PJM

研究を開始した。また、禁煙希望者を健診機関から地域の薬局及び禁煙外来に連携することの実施可能性を

検討するための観察研究を立案した。 



的アプローチが禁煙外来の受診につながるかどう

かの検証は行われていなかった。 

本研究は、健診の場において禁煙治療利用割合

を向上させる効率的な介入手法の開発・検証を行

う。まず、職域で新型コロナウイルス感染症流行

の社会環境下でも受診の障壁が低く、利便性の高

いオンライン禁煙外来での有効性と費用効果性を

評価する。次に、地域において主に対面による保

険診療での禁煙治療利用を向上させる介入手法の

実施可能性を検討する。これにより、わが国の制

度に合った持続可能な禁煙支援法を提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

1．【研究 2】職域でのオンライン禁煙治療受療促

進介入の効果検証試験 

【研究 1】で開発・実施可能性の検討を行っ

た、職域健診を起点とした能動的なアプローチ

（連携型禁煙支援）の効果検証について、当初ク

ラスターRCT を予定していたが、以下の理由によ

り多施設単群試験に設計変更した。 

・施設の再編により 8施設中 2施設が介入に参加

できなくなり、介入群、対照群のランダム割付が

困難となったこと 

・非ランダム化比較試験として対照群を設けた場

合、クラスター数が少なく、施設背景の違いによ

る交絡を統計的に調整することが困難であったこ

と 

・連携型禁煙支援が行われない場合、先行研究か

らオンライン禁煙治療を受療する喫煙者は 1000

人に 1.5 人程度とわずかであると推測され、統計

的な推定が難しいという制約の中で対照群を置く

意義が乏しいこと 

 

以上をふまえ、介入開始可能な 6施設をグループ

1 として介入を実施し、残る 2施設をグループ 2

として「グループ 1の介入終了後に介入を行う試

験デザインとした。 

 

介入内容としては、禁煙支援トレーニング、マニ

ュアルとチェックシートの提供、禁煙治療案内チ

ラシ、キックオフミーティング・改善レポートの

提出・全体ミーティングの実施などが含まれる。

主要評価項目は、オンライン禁煙治療の浸透度

（健診後 3か月以内の受療割合）とし、副次的に

連携型禁煙支援の忠実度、実装コストなどを評価

する。 

 

2．【研究 3】地域での禁煙治療受療促進介入の単

群実施可能性試験 

PJM 研究を 4フェーズ（1．医療者へのヒアリン

グ・喫煙者へのアンケート調査による素案作成、

2．喫煙者へのインタビュー、3．阻害促進要因の

分析、4．医療者による促進阻害要因の評価と実装

戦略の立案）で構成し、健診後の禁煙治療利用に

おける患者体験と意思決定プロセスを理解するた

めの設計を行った。 

また、地域における連携型禁煙支援の展開可能

性を検討するため、薬局を新たな連携先とするモ

デルを構築し、浜松市をモデル地域として、健診

機関・薬局・禁煙外来が連携する前向き観察研究

の実施を計画した。 

 

3．職域における喫煙対策アクションプラン案の

作成 

「次期健康づくり運動プラン作成と推進に向け

た研究（２２ＦＡ２００１）」（厚労科研費補助

金、研究代表者：辻一郎、R4～R6 年度）、日本健

康教育学会 環境づくり研究会（委員長 武見ゆか

り）との連携を行いアクションプランを作成し

た。 

 

Ｃ．研究結果 

1．【研究 2】職域でのオンライン禁煙治療受療促

進介入の効果検証試験 

2024 年 12 月に禁煙支援担当者 22名をグループ

1の健診施設からリクルートし、キックオフミー

ティングや禁煙支援トレーニングなどの準備段階

を経て、試行実施期間中に対象喫煙者への連携型

禁煙支援を実施した。さらに 2025 年 3月には、

低資源環境での適応介入を行うグループ 2 の禁煙

支援担当者 8名をリクルートした。 

 

2．【研究 3】地域での禁煙治療受療促進介入の単

群実施可能性試験 

PJM 研究において Phase 1（喫煙者アンケー

ト）の設計と配布を実施したが、年度内に想定数

の参加者が集まらず、次年度に継続することとな

った。研究体制と方法は確立しており、質的デー

タの収集と分析により、ABR 後の喫煙者の行動や

感情、支援に対する障壁と促進要因の可視化が進

む見込みである。 

さらに、地域における禁煙治療のアクセシビリ

ティ向上を目指し、禁煙外来に加えて薬局を新た

な連携先とする支援体制の可能性を検討した。薬

局は、（1）アクセスのしやすさ、（2）禁煙補助薬

と合わせた禁煙支援が提供できること、（3）喫煙

者が感じる心理的なハードルの低さ、という 3点

から、保険診療による禁煙治療の導入を促す場と

して適しているものと判断した。 

 

3．職域における喫煙対策アクションプラン案の

作成 

日本健康教育学会誌に論文として発表した。 

 

Ｄ．考察 

【研究 1】において、海外で報告されている医療機



関受診をきっかけとした能動型アプローチを日本の状

況に適応し、健診を契機としたオンライン禁煙治療へ

の連携型禁煙支援を開発、その実施可能性を確認し

た。今年度の【研究 2】では、実施可能性試験の知見

を踏まえて、効果を確認するための介入研究を開始し

た。本研究において連携型禁煙支援により、オンライ

ン禁煙治療の利用割合（浸透度）の結果は、健診機関

がこの手法を採用するかどうかの判断に有用なデータ

となることが期待される。 

【研究 3】では、連携型禁煙支援の阻害・促進

要因、実装戦略を検討するための PJM 研究を開始

した。また、薬局及び禁煙外来への連携型支援の

実施可能性を検討するための前向き観察研究を計

画した。地域における連携型禁煙支援の持続可能

な実装に向けた重要な一歩となることが期待され

る。 

また、本研究により、連携型禁煙支援の連携先とし

て薬局が利用可能になれば、禁煙治療提供先の選択

肢が増え、禁煙治療を受療する喫煙者が増えることが

期待される。 

 

Ｅ．結論 

オンライン禁煙治療への連携については、【研究

1】実施可能性試験の結果をもとに【研究2】の計画

を作成し、効果検証試験を開始した。 

【研究3】では、PJM研究を開始した。また、禁煙希望

者を健診機関から地域の薬局及び禁煙外来に連携す

ることの実施可能性を検討するための観察研究を立案

した。 
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